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書　評
辻山栄子（編著）『逐条解説　減損会計基準』
　　　　　　　　（中央経済社，2003年）
万　代　勝　信
1，はじめに
　わが国においては，2002年に企業会討審議会から咽定資産の減損に係る会計基準の
設定に関する意見書」が公表され，これによりほぽ国際的調和化が完了したといわれて
いる。本書は，この意見善の作成に食接携わった7名の方々により執筆されており，わ
が圃の滅損会計基準を理解するヒで最適な文献といえよう。
　本爵の構成は，逐条解説と銘打っているとおり，基本的には意見欝の順番に従った構
成を採っており，さらに資料として米国基準と国際会計藻準の概要も収録されている。
本来であれば，本書の概要をまず紹介すべきであろうが，ここではポイントを絞って本
書の特徴を挙げることとする。
2，構成上の特徴
　本書の構成上の第一の特徴は，わが国の減損会計基準の解説のみならず，各論点にわ
たって米国基準および国際会討基準との対比が行われ，論点を立体的に描き出している
点である⑪これらの減損会計基準は，いくつかの璽要な点で差異が兄られる。例えば，
滅損損失の認識に関しては，わが国および米国の基準では蓋然性規準（減損の発生が絹
当程度確実なものに隈って滅損処理を行う考え方）を探る刎こ対して，国際会計慕準で
は経済性規準（帳簿価額が資産の回収可能な額を下回っている場合に減損損失を認識す
る考え方）を採用している。また，減損損失を測定する場合に資産の評価額をどのよう
に考えるかに関しては，わが国および国際会討基準では同収可能価額を採るのに対し
て，米国基準では公正価値（時価）を採っている。
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　本書では，それぞれの論点に関して必要に応じて一般的な考え方が示され，あるいは
わが国，米国および国際会計基準における相違についてそれぞれ詳しい説明が行われ，
かつ，なぜわが国の基準がそうなったのかに関する理論的説明が行われている。このよ
うな本書の構成は，わが国の減損会計基準を理解する上で非常に貢献している。同時
に，米国基準および国際会計基準の理解にも役立っている。
　第二の特徴は，論点毎に豊富な数値例や具体例が設けられている点である。最近の会
計基準は非常に専門的になっており，会計の専門家といえども，基準および注解を読ん
だだけでは必ずしも十分な理解を得ることができない場合が多い竈本書では，数値例や
具体例を用いて、それぞれの考え方により具体的にどのような違いが生じるのかが明ら
かにされており，会計基準の理解に非常に役立っている。
　もちろん，そこで示されている数値例や具体例をみて，直ちに実務レベルで減損会計
墓準を適用できるかといえば，必ずしもそうではなかろう。しかし，本書の役割が基準
および注解の正しい理解にあることに鑑みれば，それは致し方ないであろう。
3．考え方の特徴
　次に，本欝（意見書も含めて）で示されている考え方の特徴を挙げてみたい。
　第一の特徴は，減損損失の本質を明らかにし，その観点から減損会計を説明しようと
している点である。すなわち，「減損処理は，本来，投資期間全体を通じた投資額の回
収可能性を詳価し，投資額の回収が見込めなくなった時点で，将来に損失を繰り延べな
いために帳簿価額を滅額する会計処理と考えるp．8。」とされている。
　諸外国の基準では，期末の帳簿価額を将来の回収可能牲に照らして見直すことが減損
処理であるとするむきもあるが，しかしそれでは収益性の低下による減損損失を正しく
理解したことにはならない。なぜなら，期末時点の簿価が，その時点の使用価値を上
回っていても，直ちに減損損失が生じているとは隈らないからである。例えば，投資か
ら生み出されるキャッシュ・フローの発生パターンが投資の初期に偏っている場合に，
定額法による減価債却を行えば，任意の期末の簿価がその時点の使用価値を上圓る可能
性がある。しかし，だからといって，直ちに減損が生じているとはいえない。投資期閻
全体を通じてみれば，投資額を回収できる場合もあるからである。そうであれば，かり
に期釆時点の簿価がその時点の使用価値を上回っていても，滅損損失が生じているわけ
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ではない。このような理解は，上記の減損損失の本質に碁づいて，はじめて可能とな
る。
　わが国でも減損会計が議論の粗上に上がりてきたときに，減損会計を時価会計と位置
づけるものもあった。しかし，そのような位置づけが正鵠を得たものではな＜，圃定資
産に時傾が付されるという単に表面的な現象に囚われた理解でしかないことは，上記の
滅損損失の本質から明らかである。すなわち，減損会計は時価会計ではなく，取得原価
主義会計の枠内で資産の回収可能性を一定の条件のもとで資産価額に反映される会計処
理である。滅損会計の本質を明らかにしたことは，この点においても重要な役割を果た
しているといえるo
　もちろん茗本書で言う理念的な滅損損欠を認識Lようとすれば，投資の始点に遡って
便用価値を見積もり直す必要があるが，それは実際に行うことは難しい。会計基準を設
定する場合，実行可鯉性を無視することはできないが，しかし理論的な考え方を明らか
にした上で，実行可能性の観京からどの部分がどのように変更されているのかを示すこ
とは，会討塞準を正しく理解する上で重要なことである。
　本書では，①当初投資額をどのように把握するか，当初投資額に対応する過去の
キャッシュ・フローをどの程度集計するか呈投資額と比較する投資期間全体の価値を算
定する場合の割引率をどうするかなど，技術的な閥題があることと，一②実務上の負担を
強いるため反対意見が多いことが挙げられている（p．62）。意見書では示されていない
いわば空白部分を埋めている点で，本書の持つ意味は大きいといえる。
　第二の特徴は，資産の評価額と利擦十算との関係から，わが国の基準が資産の評価額
として使用価値を採用した理論的根拠を明らかにした点である（p，11，．65）。減損損失
を認識すべきであると判定された資産の評価額については，い＜つかの考え方がある。
例えば，わが国の基燦や国際会計基準では正味売却価額と使用価値のいずれか高い方の
金額を，氷因基準では時個（公正価傭）を付すことを要求している。
　資産の評価額という観一食だけでいえば，それぞれの考え方に一応の理屈はある。しか
し，資産の評価は，それだけを単独で取り上げて議論してみたところで生産的な議論に
はならない。以繭と比べて貸借対照表が重税さ牝るようになったとはいえ，今日におい
ても企業会計の第一の目的が矛！騰計算にあることは変わっていない。そうであれば，討
算される利益をアンカーとして，それとの関わりで資産の評価を検言寸しなければ，意昧
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のある結論は導けないはずである。本書では，この作業が行われている。
　わが国のように資産の評価額として使用価値を採った場合には，その後の利益計算に
おいては，割引計算に用いた資本コストに見合う成果しか計算されないことになる。こ
れに対して，米国基準のように時価を取った場合には，その後の利益計算において，資
本コストに見合う成果のほかに，趨過リターン相当額も含まれることになる。
　そもそも減損処埋が行われるのは投資が失敗したことが明らかになったためであり，
そのような投資から資本コストを超えて超過リターンが計算されることは奇異といわざ
るを得ない。むしろ，わが国のように，減損後の利益計算では資本コストに見合う成果
しか討算されない使用価値が理に適っている筍
4．おわりに
　最後に，評者の疑問を一づ挙げておきたい。それは，減損損失の戻入の処理である。
減損損失の戻入については，国際会計基準では戻入を認めているのに対して，米国基準
およびわが国の減損会計墓準では戻入を禁止している。
　わが国の減損会計基準が減損損失の戻入を禁止している理由として，意見書でも述べ
られているように，減損の発生が相当程度確実なものに限って減損処理を行うというア
プローチが採られていること，また，戻入を求めた場含には事務負担が増大する懸念が
あることが挙げられている（p，157）。
　しかし，なぜ減損の発生が相当程度確実なものに限って減損処理を行うというアプ
ローチが採られた場合には，減損損失の戻入が禁止されるのかについては，理論的説明
がなきれていない。利益計算との関わりでいえば，もし戻入を認めなければ，資産の評
価額は本来のあるべき金額より過小になるので，そのような金額に基づく滅価償却費も
過小になり，緒果として計算される利益は正常利益を超えたものとなる。資産評価と利
益計算との関係からいえば，滅損損失の戻入を認めるべきと思われる。この間題に触れ
てほしかった。
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